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JANIC・JICA 共催 

NGO-JICA 相互研修２００６ 

住民主体の開発とガバナンス 

～住民、行政、NGO の関係の理想と現実～ 

 

【国内研修】2006 年 9 月 14 日（木）～16 日（土） 

【海外研修】200６年 11 月 1３日（月）～22 日（水）（予定） 

 国際協力 NGO センター（JANIC）と国際協力機構（JICA）は、国際協力のパートナー

として NGO と JICA 双方の相互理解促進と課題探求のため、毎年 NGO-JICA 相互研修を

実施しています。 

 

【NGO-JICA 相互研修検討委員会】 

 コースリーダー： 

国内研修：磯田厚子（女子栄養大学教授・日本国際ボランティアセンター（JVC）副代表） 

海外研修：武田長久（JICA 国際協力専門員） 

 検討委員：（５０音順） 

飯塚健一郎（JICA 中東・欧州部）、 岩間創（JICA 社会開発部）、 尾関葉子（ＤＡＤＡ：アフリカ

と日本の開発のための対話プロジェクト）、 小野修司（JICA 地球ひろば）、 鈴木まり（日本国際

ボランティアセンター（ＪＶＣ））、 竹内康人（JICA 地球ひろば）、 戸賀竜郎（国際協力 NGO セ

ンター（JANIC））、 長畑 誠（いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク）、  古澤めい（草

の根援助運動）、 向井一朗（JICA 農村開発部）   
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１ 研修の概要 

 

今年度 NGO-JICA 相互研修のテーマは住民主体の開発とガバナンスです。 
「参加型であれば住民主体となるのだろうか？」「開発の現場におけるガバナンスはどう
すれば良いのだろう？」みなさん日々悩まれていることと思います。 
 NGO が得意とする住民自治のレベルから、JICA が得意な行政（地域行政～国家）レベ
ルまでガバナンスにも様々あります。しかし、開発プロジェクトは住民だけでは、その持
続性や波及効果を望むことは困難であり、行政だけでも当事者の主体性がなければ成功は
難しいでしょう。 
 今年度の相互研修は、NGO、JICA それぞれの参加者が「住民主体の開発とガバナンス」
に則し、それぞれの課題を共有し、実際のプロジェクト事例などに基づき成功のポイント、
失敗のリスクを議論し、各参加者が現在携わっている業務やプロジェクトの改善のきっか
けを掴むことを目指します。 
 NGO 関係者においては、相手国政府や地域行政との関係作りに悩んでいる方、JICA 職
員においては、住民の主体性を引き出す開発のあり方を模索されている方、その他多くの
方々の参加をお待ちします。 

 

２ 研修・宿泊場所、参加費 

  【国内研修】JICA 地球ひろば（東京・広尾）（全員宿泊） 
【海外研修】開発途上国の NGO 及び JICA のプロジェクト現場を訪問します。訪問先

は、インドネシア南スラウェシ州内のプロジェクトを予定しています（訪
問国、州の変更はあり得ます）。宿泊もプロジェクト現場又はその周辺を
予定しています。 

研修参加に必要な上京・渡航のための交通費及び研修期間中の宿泊費は JICA が 

負担します。 

 

 

３ スケジュール(予定) 

（１）国内研修 

9 月 14 日（木） 

13:30 NGO、JICA 事務所相互訪問（希望者のみ） 

17:30-19:00 地球ひろば 集合   
開講式・事務連絡等、夕食 

19:00-20：30 パネルディスカッション 
「住民主体の開発とガバナンス～住民、行政、NGO の関係」の現状と課題 

20:30-21:30 グループワーク１ 
「事例分析のための視点の共有」 ～パネルディスカッションを踏まえて 

  

9 月 15 日（金） 

09:00-10:00 グループワーク２（グループワーク１の続き） 
「事例分析のための視点の共有」 ～パネルディスカッションを踏まえて 

10:00-12:00 事例紹介 
住民、行政、NGO のパートナーシップを視野に入れた住民主体の開発の事例 
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12:00-12:30 グループミーティング 

12:30 昼食 

13:30-18:00 グループワーク３「事例分析」 
（15:30-16:00 中間発表） 

18:00-19:30 夕食・懇談会 

19:30-21:30 グループワーク４「提案・発表準備」        

  

9 月 16 日（土） 

 発表準備 

10:00-12:00 全体会１「グループワーク発表」 

12:00-13:00 （昼食） 

13:00-14:30 全体会２「アクションプランに向けた課題の再整理」 
住民主体の開発の実現のために、各アクター（住民、NGO、行政）はどう

すべきか、どうしてはいけないのか。 

14:30-16:30 全体会３ 
（各参加者が現在担当している業務について、全体会２で共有したことを取り

入れたアクションプランを作成・発表、総括） 

16:30-17:00 閉講式 
アンケート記入・解散 

 

（２）海外研修（予定） 

11 月 13 日     事前オリエンテーション（地球ひろば） 

11 月 14 日     渡航 

11 月 15 日～19 日   プロジェクト現場訪問・関係者インタビュー 

11 月 20 日     JICA 在外事務所にて報告会、現地発 

11 月 21 日     帰国（成田着） 

11 月 22 日     研修総括・帰国報告会（地球ひろば） 

 

     

200５年度海外研修          200５年度海外研修 

 

４ 募集人数 

【国内研修】NGO スタッフ 16 名、JICA 職員 16 名 合計 32 名 

【海外研修】NGO スタッフ 8 名、JICA 職員 8 名 合計 16 名 
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５ 参加者資格要件 

（１）日本に事務局を置く開発援助に携わる NGO もしくは JICA のスタッフで、所属団体
の責任者からの推薦がある者。 

（２）原則として 2～10 年程度の開発援助分野での実務経験（国内外を問わず直接業務を
行った経験）を有する者で、かつ今後も同分野での活動を継続する予定の者。 

（３）研修の主要部分はワークショップ形式で実施されるため、その中で所属団体または
参加者自身が携わったプロジェクトのケースを紹介するなどの貢献ができる者が望
ましい。 

（４）原則として国内研修の全日程への参加が可能な者。 
（５）海外研修については、国内研修、事前研修、事後報告会を含む全日程への参加が可

能なこと。なお、英語によるコミュニケーションが可能なことが望ましい。 
（６）受講決定にあたっては、研修の成果を所属団体の活動に反映できる方、JICA主催の

研修に初めて参加する方を優先します。 

 

６ 参加申し込み方法 

   別添の参加申請書（様式１）、参加者アンケート（様式２）に推薦状（様式３）を添
えて、下記研修事務局まで郵送してください。 

   海外研修の受講も希望される方は併せて海外研修参加者アンケート（様式４）もご
提出ください。 

 

７ 申し込み締切日 

   平成 17 年７月３1 日（月）（消印有効） 

 

 

  

主催：特定非営利活動法人国際協力 NGO センター（JANIC） 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

 

お申し込み・お問い合わせ先： 

独立行政法人国際協力機構 地球ひろば 

企画グループ 市民参加チーム 

NGO-JICA 相互研修事務局 

〒150-0012  東京都渋谷区広尾 4-2-24 
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トップ > 1.プロジェクト概要

1.プロジェクト概要 

プロジェクト期間：  
2004年1月1日から2006年12月31日まで 

プロジェクト実施機関：  
インドネシア国国家開発計画庁（BAPPENAS） 

プロジェクト対象地域：  

東部インドネシア11州※1  

※1 南スラウェシ州、中スラウェシ州、南東スラウェシ州、北スラウェシ州、ゴロンタロ州、マルク州、北マルク州、パプア州、西ヌサ
テンガラ州、東ヌサテンガラ州の10州に加え2005年1月より南スラウェシ州の一部が西スラウェシ州へと独立し現在11州。 

プロジェクトの概要（プロジェクトの上位目標）：  
「コミュニティのためのコミュニティ開発をコミュニティが考える」ことを促すための支援。  
インドネシアにおける国家レベルの開発政策における、政府・NGO・コミュニティの役割や政策策

定のプロセスへのコミュニティの参加を理解することにより、インドネシア主体のコミュニティ開発

政策「コミュニティによるコミュニティのためのコミュニティ開発政策、プログラム」が策定される。 

目標：  
東部インドネシア（11州）における、 

1. コミュニティのためのファシリテーター育成  
2. コミュニティに役立つエンパワーメント事例の調査、蓄積  
3. コミュニティ主体の活動の実践などの活動を通じて、「コミュニティエンパワーメントにおける

政府（中央・地方）、NGO、コミュニティの連携が改善される 
ことを目標としている。 

プロジェクトの背景：  
1. 【能力開発と地域住民組織の能力強化】 

アジア通貨危機におけるNGO の活用、民主化、地方分権化推進に向けての市民参加等、

近年インドネシアの開発分野におけるNGO の活躍が顕著に増えている。 インドネシア政府

でも国家開発政策※2の一環として「NGO 組織強化プログラム」、「住民組織強化プログラ
ム」、「貧困層エンパワメントプログラム」を国家開発の重点プログラムの一つとして定めて

おりNGO を主とする住民組織の強化は国家的な課題となっている。 

※2 国家開発プログラム法、2000年-2004年5カ年計画（PROPENAS） 

2. 【NGO 連携と国民参加型の開発援助の推進】 
また、日本政府も開発協力におけるNGO の参加を促進しており、Community 

Empowerment Program（JICA-CEP）、開発パートナー事業などのプログラムを実施し開発

協力における公的機関の担い手として活動する機会を拡充・強化している。 

3. 【パートナーシップとネットワーク（ノウハウ蓄積）の拡充】 
インドネシア国家開発計画庁ではこれら日本の取り組みに着目し、類似のプログラムの実

施を通じてコミュニティ開発に関わるステークホルダー（NGO,NPO，行政官）の住民組織と

政府の対話の実現、開発プログラムへの住民参加の促進、ステークホルダー間の連携強

化のためのシステム開発や構築のためのノウハウと能力の向上を行うこととなった。 

プロジェクトの必要性：  
1. 【貧困削減】 
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プロジェクトの対象地域である東部インドネシアは、かつてのジャワ島中心の開発体制の影

響で、貧困層※3が多く、インドネシア政府の開発重点地域となっており、特に草の根住民に
直接裨益する支援事業のニーズが高い。 

※3 東部インドネシアの貧困者層は23.30％でインドネシア全国の貧困者層平均16.66％を大きく上回っている。もっとも貧
困者層の多い地域はパプア州の38.69％で貧困者の少ない地域は南スラウェシ州の8.94％全国で5番目に貧困者層の少
ない地域 

2. 【援助の効率化】 

本プロジェクトには、JICAが実施してきたJICA-コミュニティエンパワーメントプログラム※4

（JICA-CEP）、スラウェシ貧困村落開発プロジェクト技術協力事業をはじめJICAが実施した

コミュニティ開発分野や参加型開発分野の研修事業などに協力、参加した経験のある関係

者がプロジェクトの案件形成及び計画策定段階より数多く参加しており、JICAが培ってきた

事業の経験や人材をプロジェクトの実施に効果的、効率的に活用することが可能となってい

る。 

※4 平成7年より実施された旧開発福祉支援事業のことを言う。インドネシア国においては1997年のアジア通貨危機に伴う
緊急支援の一環として平成10年度より開始されている。現在では、支援分野も緊急支援からコミュニティ開発に移行し、
2004年12月のスマトラ沖地震による津波災害の復興支援などでもインドネシア国内NGOを通じてコミュニティ開発を推進し
ている。 

3. 【政策提言】 
本プロジェクトの実施にあたり、BAPPENAS大臣による「コミュニティ開発政策策定支援委員

会設立」の大臣令が発令されており、プロジェクトを通じて改善された「コミュニティ開発モデ

ル」は、国家レベルの政策へ提言することが予定されていることから、本プロジェクトによる

インドネシア国内のNGO、住民組織の活動を助長する意義は大きい。 

プロジェクトの実施により期待される成果※5： 

 

1. 【研修トレーニング】政府（中央・地方）、NGO、コミュニティによるコミュニティ開発のための
参加型アプローチが改善される。  

2. 【調査・研究】対象地域におけるコミュニティ開発に係る成功事例が蓄積・普及される。  
3. 【パイロット活動】ローカル・イニシアティブに基づいたコミュニティエンパワーメントに係るパ

イロット活動が開始される。  
※5 2005年9月に実施された中間評価において、プロジェクト当初に作成されたPDMの修正が行われた。当初計画との変更点は
活動プロセスを重視して、研修→実践→調査から研修→調査→実践（住民主体の活動）へと変更、また達成指標についても「取り
組み姿勢」「実践力」などの地域イニシアティブを尊重する指標となっている。 

※ 下図のプロジェクト概念図（PKPM : From Project to Movement）参照 

 

組織図：  
Organization Structure for PKPM（PDF / 895KB）  
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トップ > 2.プロジェクトの実施体制及び技術協力活動 > 2-1.実施体制

2-1.実施体制 

プロジェクト総括：  

国家開発計画庁（BAPPENAS）の地方分権化推進局※6 （ Mr. Ir. Deddy Koespramoedyo. MSc / 
Direktur Otonomi Daerah）がプロジェクトの総括責任者（プロジェクトダイレクター）としてプロジェク

トにかかる全責任を持つ。また、同局調査役（Pung Parmadi）が、本プロジェクトのプロジェクトマネ

ージャーを担当している。 

※6 2005年9月にBAPPENAS内機構編成が行われ、本プロジェクトの担当部局が地域・セクター開発協力局から地方分権化推進
局へと変更となった、なお、担当副大臣は前ポストと同様、ただし大臣は、Mr.Tatag副大臣からDr.Ir Luky Eko Wuryanto M.Sc へと
変更している。 

執務環境：  
[PKPM ジャカルタ事務所] 
BAPPENASよりPKPM実施のために専用のプロジェクト事務所
（一軒家）の提供を受けている。なお、2006年4月よりJBICの支
援プログラムに勤務していた職員が一時的に事務所の2階部
分を利用している。 
（右の写真）PKPM 事務局（ジャカルタ） :  

ジャカルタ市内メンテン地区のJalan Cirebon にある一軒

屋 

設備：執務室2、会議室1、給湯設備 

資機材：コピー機、コンピューター、インターネットLan 

 
[PKPM マカッサル事務所] 
東部インドネシア開発促進のために設立されたSofEI/BaKTI
（マルチドナーによる東インドネシア情報共有センター）より、
PKPMの地域活動モニタリングの推進および他国ドナーとの情
報共有を目的に2006年1月より南スラウェシ州マカッサル市内
にPKPM Hub Desk（PHD）が開設されている。 
（右の写真）PHD マカッサル :  

市内の住宅街Dr.ストモ通りの一軒家 

設備：執務室4、会議室1、図書室、給湯室、カフェテリア 

資機材：ワイヤレスLan、コピー機等については共同で利

用 

 
地方の人材：  

プロジェクトの実施にあたり、中央レベルではPKPMプロジェクト事務局（Secretariat）を設立してお

り、地方においてはPKPMの活動に参加しファシリテーション能力を身につけた人材が自発的にコ

ミュニティレベルでの活動を展開しおり、PKPM事務局ではこれら地方の人材をマスターファシリテ

ーターと称している。（現在10名） 

専門家：  
日本人の長期専門家2名のほかにインドネシア国内で活躍中のNGO活動家3名（ローカルコンサ

ルタントとして傭上）の計5名がBAPPENASのPKPM事務局に配属している。なお、インドネシア人

専門家のパートナーとして日本から参加型開発（調査・研究）、NGO/NPOマネージメント、ファシリ

PKPM 事務局（ジャカルタ）

PHD マカッサル
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テーター育成の分野の短期専門家を派遣している。また、本邦から派遣される短期専門家は、国

内外で日本のNGOとしての豊富な経験を有した専門家が派遣されており、プロジェクトを通じて

日・イNGO間のパートナーシップ構築に寄与している。  

1. コミュニティ開発アドバイザー / 日本人専門家 / 西田基行  
2. モニタリング・評価 / 日本人専門家 / 石丸奈加子  
3. コミュニティ開発 / インドネシア人専門家 / Ashar Karateng  
4. ファシリテーター育成 / インドネシア人専門家 / Fary Dj Franscis  
5. グッドプラクティス調査 / インドネシア人専門家 / Elizabeth. P. R  

国内支援体制：  
プロジェクトで実施する日本研修は、JICA-東京を中心として日本国内で活動中の短期専門家や

関連する国内所属機関の協力により、国内各地の自治体、NGO・NPO42団体※7がPKPMのファシ
リテーター育成のためにNGOマネージメント強化、NPO連携強化のトレーニングを行っている。 

※7 【NGO/NPO】シャプラニール＝市民による海外協力の会（東京）、Plaza5、まち・コミュニケーション（兵庫県）、市民活動センタ
ー神戸（兵庫県）、コミュニティエンパワーメントセンター（神戸）、日本NPOセンター（東京）、ぎふNPOセンター（岐阜）、花時計美濃
加茂（岐阜）、京町公民館（岐阜）、京町女性組合（岐阜）、地球の未来（岐阜）、ソムニード（岐阜）、そら町クラブ（岐阜）、平楽（岐
阜）、白川村コミュニティ協議会（岐阜）、REAL（大阪）、あいあいネット（東京）、評価みえ（三重）、市民フォーラム21（名古屋）、名古
屋NPOセンター（愛知）、かみえちご山里ファン倶楽部（新潟県）、宮崎食文化研究所（宮城県）、JANIC（東京）、神戸市民センター
（神戸）、CoCoライフ（神戸）、PemKot神戸（神戸）、社会研究所（兵庫）、ふるさと（岐阜）、縄文のかぜ（岐阜）、V-Net岐阜（岐阜）、
たかとりコミュニティセンター（兵庫県）、 
【自治体】自治体：世田谷区住宅公団、加美町役場（宮城）、朝日小学校（東京）、岐阜県庁、高山市役所（岐阜）、高山市久々野役
場（岐阜）、新宮町内会（岐阜）、 
【大学・研究機関】アジア経済研究所、日本福祉大学（愛知） 

第3国協調  
技術交換：  

インドネシア国内の研修や日本での研修で得た技術や知識をより広く活用することを目的に、諸

外国の市民活動分野で活躍しているNGO・NPO8団体（タイ国、ネパール、フィリピン、インド）との

情報共有、技術の交換を実施している。平成16年度においては、タイ・ボランティア・サービスとの

連携により、NGO/NPOの組織運営についての技術交換が実施され、平成17年度においてはイン

ド国アンドラプラディッシュ州のNGOソムニードとの技術交換が行われた。 
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2.プロジェクトの実施体制及び技術協力活動 

2-2.技術協力活動 

PKPMの活動は、下記の3 つのコンポーネントから成り立っている。 また、それぞれの活動成果は他の

活動に反映させるようにデザインされている。 

  
トレーニングプログラム：  

コミュニティ開発分野で活動するNGOや地方の行政官に対して、ファシリテーション能力向上のた

めのワークショップ、研修を実施し、参加型開発に関する知識と技術の向上を図り、実際コミュニ

ティによる活動の企画、計画、実施、評価、シェアリングを促す技術を習得する。 

1. ファシリテーター能力向上トレーニング （インドネシア国内での研修） 
Partnership Building “どの様にして村人と友達になるか？”  
Community Based Issue Analysis “どうやって村人が村を分析するか？”  
Action Plan by community “なにを村人は計画として考えるようになるか?”  
Implementation & Monitoring “村人による実施とはどの様なものか？”  
Evaluation and Feed back “どうすれば村人は村の変化を意識するか？”  

2. NGO マネージメント、NPO 連携強化 （日本国内NGO、NPO、行政機関での研修）  
3. 技術交換プログラム （タイ、インド等の第3 国における研修） など  

 
グッドプラクティス調査（Good Practice Case Study : GPCS）：  

GPCSは、対象地域（東部インドネシア10州）における、コミュニティ主体の活動やNGO・NPOの活

動を調査し、コミュニティエンパワーメントの要因を把握・検証する活動である。調査の結果は、特

にマスターファシリテーターのファシリテーションによる地域内でのシェアリングや他の地域におけ

るコミュニティ開発（活動）の形成に活用される。なお、GPCSの実施にあたっては、トレーニングで

得た技術や知識を実践するとともに実際にコミュニティが調査に参加する機会となっている。 

1. コミュニティエンパワーメント事例調査  
2. NGO キャパシティ調査  
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パイロット活動支援  
パイロット活動は、上記トレーニングプログラムで得た技術やグッドプラクティス調査で得た知識を
活用して、実際に自分たちの地域で住民主体の活動を、企画、形成、実施、評価することを支援
する活動で、活動の成果は地方分権化政策におけるボトムアップ型のコミュニティ開発の事例とし
て関連するステークホルダーに対しフィードバックすることを目的としている。 
 

 

西ヌサテンガラ州東ロンボ
ック県事例調査東ロンボッ
ク県における住民ヒアリン
グ

南スラウェシ州ゴワ県 
バカレエン山巨大崩壊周
辺住民が主体となって計
画策定する復興計画策定
への助言（パイロット活動）

 

南東スラウェシ州ICT実践 
地方行政開発予算を利用
したワークショップの開催
（パイロット活動）

東ヌサテンガラ州 
会費制のボランティア・トレ
ーニングの開催（パイロット
活動）

ゴロンタロ州トイディト村 
村落開発予算を利用した
ビレッジプラン作り （パイロ
ット活動）
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3.プロジェクトの進捗・実績状況 

（スキーム別実績） 

1. トレーニングプログラム 
i. 現地国内研修 （累計2,293人） 

2004年  
- マタラムワークショップ コミュニティエンパワーメント基本コンセプト共有  
- クンダリワークショップ パートナーシップビルディング  
- クパンワークショップ Community Based Issue Analysis （基礎知識）  

2005年  
- グヌンハリムンワークショップ Community Based Issue Analysis （実践）  
- レンケセ村ワークショップ Action Plan by community - I （演習）  
- デゥラマヨ村ワークショップ Action Plan by community - II （実践）  

2006年  
- クンダリワークショップ Implementation & Monitoring - I （基礎編）  
- マタラムワークショップ Implementation & Monitoring - II （実践）  

 
ii. 本邦研修 (合計27名) 

2004年 (合計18名)  
- NGO マネージメント 協力団体：シャプラニール、宮崎食文化研究所、まち・コミュニ

ケーション、ソムニード  
- NPO/NPO 連携 協力団体：岐阜県NPO センター、白川村（岐阜県）  
- JICA 集団研修 知識社会創造セミナーへの参加  
- JICA 集団研修 Asia Africa Knowledge Creation Programへ講師を派遣  

2005年 （合計9名）  

- Japan Mission※9 NGO マネージメント（NGO Capacity Assessment）  

(協力団体：食文化研究所、かみえちご山里ファン倶楽部、評価みえ)  
※9 H16年度に実施した本邦研修（JICAカウンターパート研修）に参加した研修員より、「研修」という言葉から生じ

るネガティブな点（教えてもらうという受身の姿勢）を回避するために、平成17年度の本邦研修では、あえて「研修」という言
葉を使わず、自らが目的を持って日本に学びに行くことを重視して、“JapanMission”と名称した。 

- Japan Mission Capacity Development for Community Facilitator  
(協力団体：協力団体：アイアイネット、シャプラニール、まちコミ、ソムニード)  

iii. 技術交換（第3 国技術研修） 
2004年 (合計10名)  

- GO-NGO corroboration (9) バンコク、タイ  
- Watershed Management (10) インド、アンドラプラディシュ  

 
2. グッドプラクティス調査/ Good Practice Case Study（業務委託） 

2004年実施  
女性経済活動グループ事例 - 南東スラウェシ州クンダリ市ポアシア村  
村落開発支援システム - 南スラウェシ州タカラール県  
村落給水事業 - 南スラウェシ州ボネ県マタジャン村  
村落灌漑事業 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県イジョバリ村  
農民養殖池グループ - 東ヌサテンガラ州クパン県ビポロ村 

2005年実施  
住民林業活動 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県プリギ村  
住民給水管理組合 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県ワナサバ村  
村落間協力協会 - 南東スラウェシ州ソナイ村  
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海洋沿岸資源管理計画 - 南東スラウェシ州トリトリ村  
村落開発計画 - 南東スラウェシ州バルタ村  

2006年実施中  
地方開発予算管理制度 - 南東スラウェシ州開発計画局  
住民参加森林管理計画 - 中スラウェシ州トロ村  

3. パイロット活動/ Pilot Activities 
i. 南スラウェシ州 

※ ゴワ県レンケセ村Community Based Disaster Management  
ii. 中スラウェシ州 

※ 中スラウェシ州Bolano 村  
iii. 西ヌサテンガラ州 

※ 東ロンボック県全村プロファイル（一村一リーダー）  
iv. 南東スラウェシ州クンダリ市 

州開発計画局、ローカルNGO による「GO-NGO パートナーシップガイドライン作成」  
トリトリ村海洋沿岸資源復旧計画  
カインディ村「ビレッジプラン作成」 

v. ゴロンタロ州トイディト村 
ゴロンタロ大学講師のファシリテーション能力強化  
デゥラマヨ村森林管理計画へのファシリテーション  
トイディト村開発計画作成への支援  
プンチャック村におけるCommunity Based Issue Analysis の実践  
ポフワト郡NGO ファシリテーター育成  
ボアレモ県NGO-GO パートナーシップ構築と協働の推進  
オワタ、モンギイロ、ピロラヘヤ、北モンギイロ村落水利用組合活性化運動  
ゴロンタロ州県知事研修 

vi. パプア州ジャヤプラ県 
「コミュニティ開発事例共有活動」  
コミュニティファシリテーター育成事業  

vii. 北マルク州テルナテ県 
州開発計画局 「カンポン･ディスカッションプログラム」  

viii. 東ヌサテンガラ州クパン市 
「NGO－GO フレンドファーラム」  
住民組織化（協同組合）能力向上計画  

※ PKPM プロジェクトより活動に必要な諸経費（交通費、人件費等）の負担が行われている。 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成15年12月17日

担当部・課：社会開発協力部社会開発協力第一課

案件名：インドネシア国 市民社会の参加によるコミュニティ開発技術協力プロジェクト

対象国：インドネシア国 
実施地域： 
東部インドネシア10州 
南スラウェシ州、中部スラウェシ州、南東スラウェシ州、北スラウェシ州、ゴロンタロ州、
西ヌサテンガラ州、東ヌサテンガラ州、マルク州、北マルク州、パプア州 
 
実施予定期間：2004年1月-2006年12月（3年間）

1. プロジェクト要請の背景 

インドネシア国では1997年のアジア通貨危機を契機に、急速に経済状況が悪化し、
社会不安、貧困層の拡大を引き起こした（98年には経済成長率マイナス13％）。 
1999年には、34年に及ぶスハルト政権が崩壊し、アジア通貨危機の混乱からの回
復に向けて新たな出発が始まり、2001年には、メガワティ大統領に就任し、同大統
領率いる新政権のもと、憲法改正を含む改革と民主化に向けての具体的な国家開
発への取り組みが開始された。 
 
同時に民主化に向けたプロセスの中で、インドネシアにおける開発のあり方や手法
も従来型の中央政府主導のトップダウンから、地方のイニシアティブを重視した地方
分権型、更に住民参加を主体とするボトムアップ型の開発へと移行しつつあり、行政
が実施する開発事業へのNGO、NPOの参加が顕著に増えてきた。それまでのスハ
ルト体制の下では、本来ボトムアップ型の開発を担う組織としてのNGO、NPOは、
｢住民組織設立自由法｣に基づき、設立は可能であったものの、政府が実施する開
発事業に動員される立場にあったり、内務省による政治活動の取締りの対象であっ
たり、主体的に活動する地位が確立されていなかった。 
 
NGO、NPOの開発事業への参加を助長する背景として、各国ドナーの援助や支援
の傾向が民主化・住民エンパワメントに資する市民社会の構築に重点を置いた戦略
へと変化していること、参加型コミュニティ開発の主流化や前述の通貨危機で実施さ
れたソーシャル・セーフティーネット（社会的弱者支援）・プログラムに積極的にNGO、
NPOを参加させ、住民と行政の接点となって活躍したことが高く評価されているなど
が考えられる。 
 
このような状況に鑑み、インドネシアの国家開発計画法（PROPENAS：2000年～
2004年、法律25号/2000年）の中で、行政、開発、社会サービスを推進する行政プロ
セス（計画、実施、モニタリング、評価、監督など）における、国内NGO、NPOをはじ
めとする住民組織（Community Based Organization, CBO*）の参加促進と、そのため
の住民組織の能力向上を推進する「NGO組織強化プログラム」が法令化された。こ
のプログラムの内容は、1.)地方のNGO組織の政策分析、公共施設管理、財政管
理、コミュニケーションの能力向上、2.)市民、NGO組織、産業界、地方政府との意志
疎通の促進、3.)大学やその他の機関との協力により政策の分析を推進し、組織体
制の改革への参加メカニズムを確立しようというものである。 
 
さらに、インドネシア国政府は、2002年8月にYayasan法（財団法、法律16号/2002
年）を制定し、開発事業の担い手としてのNGO、NPOの行政における位置づけを明
確にし、市民社会の参加による国家開発の実現に向けて取り組んでいる。しかしな
がら、Yayasan法によって組織運営の健全化が求められ、更にソーシャル・セーフテ
ィーネット・プログラムのような短期緊急的なものから中長期的な開発アプローチが

146



とられるようになり、NGO、NPOもこのような新たなニーズに対応する能力、体制が
求められるようになったが、NGO、NPO等住民組織の能力、組織力は必ずしも十分
ではない。 
 
政府の側においても、住民組織の参加を促し、能力向上を促進する人材、能力は不
足しており、両者間の連携、ネットワークも、制度的にも未発達であり、実態としても
十分には機能していない状態にある。また、中央、地方を問わず、長い間のトップダ
ウン型の開発体制の影響により、両者の間には信頼関係が十分には構築されてい
ないため、政府側はこれらの住民レベルの活動及びニーズを把握できていない状況
にある。更に、中央政府による天然資源等の独占、中央主導による開発体制によ
り、地方政府が中央政府に対する不信感を抱いてきたことから、地方政府から中央
政府に地域の状況、情報が報告されることもなく、地方の住民組織のニーズ、事情
が中央政府の政策やプロジェクト及びプログラムへ適切に反映されることはなかっ
た。 
 
こうした状況の下、JICAでは、アジア通貨危機後の状況を改善するための対応策と
して行われた開発福祉支援事業等（これらNGO、NPOとの連携による事業を
Community Empowerment Program（CEP）と総称している）により、現地NGO、NPOと
連携した住民参加型事業を実施しており、評価を得ていた。 
 
インドネシア国政府は、このようなJICAの活動に着目し、同様のプログラムを通じ、
国内各地の住民組織の対話により、それら住民組織の参加及び連携のシステムを
構築し、能力向上を目的とするプログラムを「市民社会の参加によるコミュニティ開
発プロジェクト」として形成し、その取り組みを支援する技術協力プロジェクトを要請
した。 
 
注：本プロジェクトでは、インドネシア国側との協議に基づき、NGO、NPOに限定せ
ず、大学、研究機関、慣習組織、宗教組織を含む開発事業に携わる組織を対象とし
て、「住民組織（CBO）」と総称することとした。 
 

2. 相手国実施機関 
プロジェクト監督機関： 国家開発計画庁（BAPPENAS）
プロジェクト実施機関： 国家開発計画庁インターセクター地域開発協力局（KPSD）

プロジェクト関係機関：

国家開発計画局（BAPPENAS） 
国家官房庁（SETNEG） 
内務省地域開発総局（BANGDA） 
内務省村落開発総局（PMD） 

3. プロジェクトの概要および達成目標 
(1) 達成目標

1-1.プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）
［目標］：

「コミュニティ開発事業モデル（注1）」における、BAPPENAS及び関係機
関、パイロット事業対象地方政府（注2）、プロジェクト関連住民組織
（CBO）との連携が改善される。 
 
注1：コミュニティ開発事業モデル：JICAの実施してきたCEP及びインドネ
シア国のコミュニティ開発事業をもとに、「中央政府、地方政府、CBOの連
携」を主眼におき、プロジェクトで試行的に形成するコミュニティ開発事業
モデル。コミュニティ開発事業における、案件形成・審査から評価・モニタ
リングの一連のプロセスにおいて、BAPPENASを中心とする中央政府、
地方政府、CBOがどのように関与していくかについての制度の模範例。
但し、画一的に全地域同一モデルの形成を目指すのではなく、各地域の
ニーズ及び事情に応じた形のモデルとし、その形成及び改善プロセスも
含めたモデルとする。 
中央政府、地方政府、CBOが、各々の役割を再定義した上で、共同でパ
イロット事業において上記の一連のプロセスを実施していくことにより、｢コ
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ミュニティ開発事業｣における行政と住民組織の連携が構築され、改善さ
れていくことを目標とする。また、CBOの参加型開発手法の改善、より幅
広い事例に基づいて「モデル」を改善していくためのグッドプラクティス調
査をパイロット事業実施に併せて実施する。 
プロジェクト終了後は、パイロット事業対象地域では、この連携を通して、
コミュニティ開発事業が運営される。また、対象地域外の州政府及びCBO
もパイロット事業のモニタリング、評価や参加型開発手法のセミナー、研
修、参加型コミュニティ開発のグッドプラクティス調査等、本プロジェクトの
実施プロセスに参加しているため、中央政府の支援により、今回の「コミ
ュニティ開発事業モデル」形成及び試行を行うことにより、地域にあったモ
デルを形成、運用していくことが見込まれる。 
この事業モデルには、以下の連携が含まれる。 
・中央（BAPPENAS等中央省庁、全国レベルのCBO）と地方(州政府、州
レベルのCBO)：中央（BAPPENAS等中央省庁、全国レベルのCBO）と地
方(州政府、州レベルのCBO)とが連携し、州レベルの活動のモニタリン
グ、評価、助言を通じ、両者間での情報共有及び対話、中央へのフィード
バックを行っていくことで、地方のニーズにあったコミュニティ開発事業運
営が行われる。 
・州とCBOの連携：州政府と州レベルのCBO（州で活動するCBOの連合
体）が連携して、パイロット事業を実施する 
・村とCBOの連携：上記パイロット事業が実施されるサイトにおける、事業
のファシリテータとしてのCBO（単体；州レベルのCBOの構成員）との対象
行政村との連携。 
注2：パイロット事業実施地域：プロジェクト実施地域10州のうち4州を、地
方政府及びCBOの能力、地域経済状況調査を元に、プロジェクト開始
後、決定する。残りの6州は、参加型開発手法の研修及びセミナー、同パ
イロット事業のモニタリング及び評価、コミュニティ開発事業の事例調査に
参加する。 
 
プロジェクト概念図 

 
［指標］：

 

1) 4つのパイロット事業対象州におけるコミュニティ開発事業モデルの改
善（モデル改善内容は、モデル実施のためのガイドライン、マニュアル
等関連文書（注3）に反映される。）

2) 政府（中央政府、パイロット事業対象州政府）とCBOの連携状況の改
善 
（コミュニティ開発フォーラムのような政府とCBOが連携する組織体の
形成等、コミュニティ開発事業を実施する際の両者の連携がより恒常
的なものとなる。）（注4） 

注3：ガイドライン、マニュアル等関連文書：上記事業モデル実施のた
めに試作されるガイドライン（事業モデルの目的、方針、概要を記
載）、マニュアル（実際のパイロット事業運営のための実施要領）。地
域によって、新規に策定する場合と既存のものを改訂する場合があ
る。事業の基本方針を示す最上位の文書として、中央レベルでは、プ
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ロジェクト終了時点で、国家レベルのコミュニティ開発関連政策（既存
文書としては’Community Development Strategy’がある）の改善提
言を行い、地方レベルでは、各州政府の関連政策の改善提言を想定
している（地方レベルでは、各種のコミュニティ開発関連の公文書が
あるため、プロジェクト開始後精査していく予定）。 
注4：両者の連携が恒常化するという意味の中には、組織体の形成又
は制度化（institutionalization）することも含まれる。しかしながら、事
前の調査の結果、制度化をプロジェクト目標の指標として設定した場
合、インドネシア側プロジェクト関係者が組織化ありき、更に官主導の
組織形成を想定してしまいがちであったため、組織体形成及び制度
化そのものは指標としないこととした。 

1-2.協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

 

［目標］：

 
1.)参加型のコミュニティ開発の政策及びプロジェクト、プログラム（注5）が
形成、実施される。（注6） 

［指標］：

 

1.) 参加型によって形成されたコミュニティ開発政策及びプロジェクト、プ
ログラムの数

2.) 上記形成及び実施プロセスの評価
注5：プロジェクト、プログラム：実際に実施される参加型コミュニティ開
発事業。インドネシア国ではプログラムは複数のプロジェクトを含むも
のであり、両方を併記することとした。 
注6：本プロジェクトを通じ、「中央政府、地方政府、CBOの連携」が改
善された「コミュニティ開発事業モデル」が定着することにより、住民の
ニーズ、実情をCBOが把握し、地方政府、更に中央政府の行政プロ
セスへ関与して、意見表明して機会が拡大していくことが想定されて
いる（政府側からすると、参加の機会を設け、意見聴聞する）。この結
果、コミュニティ開発分野の政策、プロジェクト及びプログラムが参加
型で形成されることとなる。 
 

(2) 成果（アウトプット）と主な活動
上記の目標を達成するために以下のような成果を目指した活動を行なう。
成果1.「BAPPENAS及び関連中央行政機関、地方政府、CBOのコミュニティ
開発における参加型開発手法が改善される。」 

 

活動1-1.

 
BAPPENAS及び関連中央行政機関、パイロット事業対象地方政府、
CBOの人員に対し、参加型手法のセミナー、ワークショップを実施す
る。

活動1-2.

 
BAPPENAS及び関連中央行政機関、パイロット事業対象（注7）地方
政府、CBOの人員に対し、（JICAで実施された）CEP及びその他のコミ
ュニティ開発関連プロジェクトについての理解を促進する。

成果2.「CEP及びインドネシア政府が実施しているコミュニティ開発事業をもと
に、「コミュニティ開発事業モデル」が試作され、共同で実施される。」

活動2-1.
  「コミュニティ開発事業モデル」のパイロット事業実施のための準備
活動2-1-1.
  「コミュニティ開発事業モデル」形成のための基礎調査を行う。
活動2-1-2.
  「コミュニティ開発事業モデル」のパイロット事業を形成する。
活動2-1-3.
  事業実施に必要なガイドラインおよびマニュアルを作成する。
活動2-1-4.

 
上記事業に関する説明及び広報のためのセミナー、ワークショップを
開催する。

活動2-1-5.
関係者に対するパイロット事業の広報活動を行なう。

活動2-2
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上記事業モデルに基づくパイロット事業の実施（案件形成、選定から
モニタリング、評価までを含む）

活動2-2-1.
パイロット事業を実施する。

活動2-2-2.
パイロット事業の実施に必要なセミナー、トレーニング及びワークショ
ップを開催する。

活動2-2-3.
パイロット事業のモニタリング、評価を実施する。

活動2-3.
パイロットプロジェクトの検証と修正

活動2-3-1.
パイロット事業の結果を評価する。

活動2-3-2.
住民を対象とした建設ガイドラインを作成する

成果3.「インドネシア国東部10州におけるコミュニティ開発事業のグッドプラク
ティスが蓄積される。」

 

活動3-1.

 
上記パイロット事業の実施を通じて蓄積されたグッドプラクティス及び
モデルを分析する。

活動3-2.

 
他ドナーを含む他の関連プロジェクトのグッドプラクティス（注8）及びモ
デルを調査、分析する。

活動3-3.

 
上記分析結果をコミュニティ開発政策、プロジェクト、プログラムへフィ
ードバックする。

活動3-4.

 
本プロジェクト終了後のモデルの活用に向けての戦略策定について
助言を行う。

注7：パイロット事業：「コミュニティ開発事業モデル」を具体的に実施する
パイロット事業。各パイロットプロジェクト州で、3～4件実施する（小規模
のパイロット事業は、1件あたり1～２行政村、州レベルの比較的大規模な
ものは3～4村を対象としたものを想定）。分野は、基礎教育、基礎保健、
生計向上、基礎生活基盤整備（簡易なインフラ）を対象とする。 
注8：グッドプラクティス：参加型開発手法、CBOと政府の連携に関し、先
例的な事例を有するコミュニティ開発事業。 

(3) 投入予定

 

(3-1) 日本側投入

 

＜専門家派遣＞

 

長期専門家：1人/年 
  コミュニティ開発
短期専門家：3～5人/年

コミュニティ開発政策、ファシリテーター育成、参加型開発、NPOマネ
ージメント 他

研修員受入れ：年間若干名
NGOマネージメント、参加型手法 

<機材供与>
専門家の活動に必要な機材

<ローカルコスト>
現地国内研修、セミナー（参加型、コミュニティ開発など）、パイロット事業
経費 

総額 約3.0億円
(b) インドネシア側投入

人員

1) プロジェクトディレクター(BAPPENAS－地方分権･地域開発担当副大
臣) 
2) プロジェクトマネージャー 1名 
3) プロジェクトコーディネーター 3名 
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4) 地方プロジェクトマネージャー、地方プロジェクトコーディネーター 
A) 地方政府（BAPPEDAまたは州政府） 
B) 住民組織（CBO） 
5) プロジェクトアシスタント 
6) 秘書 
7) 運転手 

施設

 
ジャカルタ中央事務所、セミナー・研修施設、地方パイロット事業事務所
等 

ローカルコスト

 
パイロット事業費・研修･セミナー経費、運営管理費等 
 

(4) 実施体制

 

国家開発計画庁（BAPPENAS）の地方分権・地域開発担当副大臣がプロジェクト
の総括責任者（プロジェクトダイレクター）としてプロジェクトにかかる全責任を持
つ。また、本プロジェクトの実施にあたっては、BAPPENASは、コミュニティ開発に
関連する省庁からなるプロジェクトユニットを設立している。具体的には、CBO
(NGO)および対外援助窓口機関である国家官房庁（SETNEG）、地方分権化の推
進及び地域開発及びコミュニティ開発の実施機関である内務省地域開発総局
（BANGDA）、内務省村落開発総局（PMD）を含めた協力体制を構築することとな
った。 
 
地方では、東部インドネシアを拠点に活動するCBO（約20団体）や各地の地方政
府(州政府)が、パイロットプロジェクトの管理、運営に参加することとなる。 
 
さらに、プロジェクトの上位機関としては、プロジェクトの成果を国家政策へ反映
させるため、BAPPENAS長官が、プロジェクト開始に併せて、BAPPENAS及び国
家官房庁の副大臣（副長官）、内務省村落開発総局及び地域開発総局の総局
長によって構成される「コミュニティ開発政策策定支援委員会」を発足する予定で
ある。この委員会は、1）プロジェクトの成果を政策へ反映していく機能、2）プロジ
ェクトの運営を統括する機能（Joint Coordination Committeeの上位機関）を有す
る。 
 
また、個別の活動の指導、助言にあたっては、上記の他，大学関係機関、プロジ
ェクト専門家、JICA事務所により、合同調整委員会が設立され、定期的な会合を
通じてプロジェクトの方向性等についての調整を行う。 
 

4. 評価結果（実施決定理由） 
以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行なうことは必要かつ妥当と判
断される。
(1) 妥当性 

・インドネシア国では、国家開発計画（PROPENAS）に「NGO組織強化プログ
ラム」、「住民組織強化プログラム」、「貧困層エンパワメントプログラム」が定
められているとおり、中央政府、地方政府の各レベルにおいて、市民社会と
の連携、そのためのNGOを主とする住民組織の強化が国家的な課題となっ
ている。 
 
・ また、BAPPENASは、国家開発計画（PROPENAS）、貧困削減戦略
（PRSP）等において、コミュニティエンパワメント（コミュニティ開発を含む）分
野での国家開発計画及び政策策定及び関係機関の調整の責任を有してお
り、本プロジェクトの成果を2005年からの「National Development Dialogue（仮
称）」に反映する予定である。 
 
・ JICAの国別事業実施計画においても、「住民の組織化を通じたコミュニティ
エンパワメント」を重要課題と位置づけており、こうした住民組織と中央政府、
地方政府の連携の強化、行政プロセスへの参加促進はグッドガバナンスへ
の支援として位置づけられている。 
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・ プロジェクト対象地域とする東部インドネシアは、かつてのジャワ島中心の
開発体制の影響で、特に貧困層が多く、インドネシアの開発の重点地域であ
り、特にコミュニティレベルの開発事業の必要性が高い。 
 
・ 本プロジェクトは、プロジェクト形成及び計画段階より、BAPPENASその他
中央政府だけではなく、地方政府やCBOが幅広く参画し、数多くの関係者の
ニーズを反映したものとなっている。 
 
・ 本プロジェクトでは、地方の状況を熟知したCBOが事業の中心となり、地方
政府と連携して、パイロット事業を形成、実施し、その活動が中央政府にフィ
ードバックされていくことにより、コミュニティ開発事業が実施される体制作り
を行う。このような連携して事業を実施するモデルが定着し、住民レベルで実
施されている開発事業の実態、その前提となる住民の実情及びニーズが、
地方政府、更に「コミュニティ開発政策策定委員会」に蓄積され、コミュニティ
開発分野の政策に反映されることとなっている。 
住民のニーズをよりよく汲み取ることができるよう、参加型開発手法のトレー
ニング等により、CBOの能力強化を行う。また、更に、パイロット事業だけでな
く、より多くの事例が蓄積されるよう、グッドプラクティス調査を実施する。 
 

(2) 有効性 

 

・本プロジェクトの実施にあたり、BAPPENAS大臣令にもとづき、「コミュニティ開
発政策策定支援委員会」の設立準備を進めるなど、国家全体としてプロジェクト
を実施する体制を整備している。 
 
・プロジェクトの計画策定段階より、地方政府、CBOが参加しているため、プロジ
ェクトに対する理解が高く、特にCEPの経験が豊富なCBOも参加していることか
ら、プロジェクトを円滑に実施できる可能性が高い。 
 
・JICAで実施してきたCEP及びインドネシア国でのコミュニティ開発事業を基本と
し、更に本プロジェクト計画策定段階に実施した地域状況調査を元に、各地域の
地方政府、CBOの能力及び体制に応じたモデルを開発、実施することとしている
が、これはプロジェクト目標の達成に有効と考えられる。 
 
・プロジェクトにて実施する4州でのパイロット事業以外にも、対象全10州におい
てインドネシア側で実施されているコミュニティ開発事業の事例調査を実施する
ことにより、一層幅広い視野に基づいたモデル形成が可能となる。 
 

(3) 効率性 

 

・ JICAが実施してきたCEP、スラウェシ貧困村落開発プロジェクトや研修事業へ
の参加経験を有する人材が、本プロジェクトの案件形成及び計画策定に多く参
加しており、プロジェクトの活動にもリソースパーソンとして連携することが予定さ
れているなど、これまでの経験、ノウハウ及び人的ネットワークを活用できる。そ
の他、インドネシア国内の有識者からの支援も予定されており、我が国からの人
材投入を最小限に抑え、費用対効果の高いプロジェクトとなっている。 
 
・ パイロット事業に関しては、プロジェクト対象地域のCBO、地方政府が参加し、
主体的に活動するシステムとすることから、JICAによる人材投入は、モニタリン
グ、評価等の最小限の分野に抑えることが期待される。 
 
・ パイロット事業費はインドネシア国側と共同負担することとなっており、日本側
の投入を最小限に抑えることとなっている。 
 

(4) インパクト 

・本プロジェクトでは、その発掘、計画策定段階より、NGO、NPOを含む地方の住
民組織と協働していることから、事業を通じてBAPPENASを中心とする中央官
庁、地方政府と住民組織との更なる連携ネットワークの構築に貢献することが期
待される。 
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・これらの中央官庁、地方政府とCBOのネットワークの構築、連携の改善により、
CBOを通じて住民のニーズ、実情が行政に反映され、コミュニティ開発事業がよ
りこれらのニーズ、実情を反映して計画、実施されることが期待される。 
 
・プロジェクトを通じて改善された「モデル」は、BAPPENAS長官の大臣令に基づ
き設置される「コミュニティ開発政策策定委員会」を通じ、国家レベルの政策へ提
言することが予定されていることから、プロジェクトの成果がインドネシア国内
NGO、住民組織の活動を助長することが期待される。 
 

(5) 自立発展性 

 

・本プロジェクトの実施にあたり、インドネシア政府は2003年、2004年度の予算措
置を行っており、本プロジェクトをBAPPENASの所掌事業として確立する計画が
あり、APDN（国家開発予算配分）への予算化（予算項目としての確立）が進めら
れているため、事業終了後も継続的な事業の実施を念頭においた準備が進めら
れている。 
 
・本プロジェクトに参加するCBO、地方行政には、事業実施中及び終了後も独自
に事業を展開することを条件づけており、既にAPBD（地方開発予算配分）を確
保していることをパイロット事業実施対象地域の選定基準としているため、プロジ
ェクト終了後においても事業が継続されるような「コミュニティ開発事業モデル」を
形成することとする。 
 

5. 外部要因リスク（外部条件） 
・コミュニティ開発分野で、CBOが活動、存続できる。（政策、制度に変化が生じな
い。NPO法が廃止とならない。） 
・コミュニティレベルを含めて、対象地域で治安悪化、社会不安が発生しない。 
・2004年度の大統領選挙による政権交代、地方分権関連二法（地方自治法：法律22
号/1999年・中央地方財政均衡法：法律25号/1999年）及び中央省庁の組織改編等
により、コミュニティ開発、CBO(NGO、NPOを含む)連携に関する関係機関の所掌が
大きく変化しない。 

6. 今後の評価計画（中間評価、終了時評価の実施時期） 
評価スケジュール 

中間時点（開始後1.5年）、終了時点（終了の半年前）、及び終了後1～3年後に評
価を実施する。 
 

評価 / 平成15年度 事業事前評価 目次
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